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参加する価値 - 参加する負担＞０ and 笑いの機会：
互近助エリア参加や、福祉サービスの互近助化への参
加は強制ではない。介護保険等の共助の仕組みの持続
可能性を高めることに価値を見出すとともに、参加す
る価値が、参加する負担より大きく、かつ、笑いの機
会に帰着しなければ多様な住民に支持される仕組みに
はなりえない。
加えて、日本社会にはボランティアは無償があたり
まえとの概念が根強くある。一方、若い世代は、多忙
な子育ての合間を縫い時間捻出の負担をして仕事をす
る限りは、公正な対価が受領できない限り第三者に対
する支援活動に従事する価値を見出しづらい現実があ
る。多世代の住民参加を包摂した福祉サービスの互近
助化には、公正な対価が伴う有償ボランティアの仕組
みづくり、多様な担い手が参加する価値を見出せる機
会づくりが、実践上の論点である。
協働研究へ参加のお誘い：本書が提案する仮説の実
証研究では、専門領域を深堀した実践的な研究が多岐
（例：関連法制度分析と制度提案、住民プラットフォー
ムの主体論、情報共有と周知基盤の運用のあり方、有
償ボランティア業務品質管理とリスク負担、小口決済
機能）にわたり必要となり、協働研究者の確保が実践
上の論点である。超高齢化社会対応力の改善にかかわ
る協働研究にご興味のある方は、筆者5までお問合せ
いただきたい。
おわりに６
本投稿の機会を与えてくれた千葉商科大学に政策研
究科の OB として感謝申し上げる。本仮説提案の実践
を通じ、日本社会の喫緊の問題である社会保障の持続
可能性についての実践研究、政策研究を推し進められ
るよう、今後とも尽力していく所存である。
